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テクノロジーが不動産サービスを
進化させる時代へ

赤津　日立は，不動産分野のノウハウを蓄積され
ているジョーンズ ラング ラサール株式会社（以
下，「JLL」と記す。）との協業で合意し，APAC（ア
ジア太平洋）地域のお客様向け不動産サービスを
向上させるためのソリューション開発に取り組ん
でいます。私たちアーバンソリューションビジネ
スユニットとしては，これを不動産分野の事業拡
大の契機にしたいと考えていますが，御社の立場
から今回の協業に至った背景，日立に対する期待
についてお聞かせください。
佐藤　当社は，グローバルで展開する不動産サー
ビスプロバイダーとして，世界の事業法人や不動
産投資家に向けてさまざまな不動産サービスを提
供しています。この分野はテクノロジーの活用が
十分ではありませんでしたが，ここ数年「プロプ

先端テクノロジーとの融合による新たな不動産サービス
JLLと共に実現する「働き方の未来」へ

経済活動の基盤となるオフィス空間は，そこに集い働く人々のQoLに大きく影響するものであり，
「まち」のあり方を考えるうえで欠かせない要素の一つである。総合不動産サービス大手企業の
ジョーンズ ラング ラサール株式会社（JLL）は，「働き方改革」に資するワークプレイスの有効活
用をはじめとする不動産サービスの推進について日立との事業提携を発表した。シンガポールで
の実証実験を経て，オフィス利用最適化ソリューションを開発するなど，着々と成果が出はじめ
ている。
両社の強みを生かしたこれまでの取り組みや今後の展開について，JLLの執行役員としてサービ
ス開発を指揮する佐藤俊朗氏と，本プロジェクトへの日立からの提案活動に携わる赤津昌幸が意
見を交わす。

Activities 2
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テック（Prop Tech：Property Technology）」と
呼ばれる不動産テクノロジー（不動産テック）が
注目され始めています。
　こうしたグローバルな潮流を取り入れ，不動産
サービスの質の向上やサービス提供の迅速化，さ
らには不動産の枠を越えた次世代サービスの提供
を実現するべく，最先端のテクノロジーとノウハ
ウを持つ日立との事業提携を進めたわけです。
赤津　ソリューション開発では，オフィス利用最
適化ソリューションが先行しています。まず
2016年12月に，JLLと日立製作所，日立アジア
社の3社で実証実験を開始し，シンガポールにあ
る日立アジア本社ビル内のオフィススペースにセ
ンサーを設置して，デスクや会議室，そのほかの
スペースの利用状況などのデータ収集や，AIを
活用したオフィス利用最適化についての分析を実
施しました。
佐藤　PoC1と呼んでいる実証実験の第1弾です
ね。当社でも，データ分析に基づいたオフィスの
有効活用に関するノウハウの蓄積やサービスの提
供はしていましたが，データ収集は，定期的に企
業のオフィスに調査員を派遣し，会議室やデスク
の利用度を調べるといった人手に頼るものでし
た。実証実験では手動で行っていたことが自動で
できることにまず驚き，さらにそれらのデータを
まとめたものを見て，いろいろ活用できそうだと
期待を持ちました。
赤津　実証実験でオフィスの使い方の見える化を
し，得られたデータを基にオフィスの効率利用を
提案するソリューションを開発しました。2018
年度から具体的なサービスの提供をスタートさせ
る方向で進めています。

ワークプレイスの高度化で
真の意味での「働き方改革」を

赤津　さらに，名札型ウェアラブルセンサーで人
のコミュニケーションの状況を計測・分析するこ
とによって，生産性が高く，働きやすい職場づく
りを提案するソリューションができるのではない
かと，次のステップに向けて動き出しています。
佐藤　第2弾は，当社のAPAC拠点での実証実験
へ移行ということで，社内にも働きかけをしてい
ます。「働き方改革」は日本に限った課題ではなく，
グローバルなトレンドであり，労働時間の短縮の
ほか，スタッフが快適に使いやすく，ハッピーに
働けるスペースを提供できるかが重要なカギです。
　先頃，当社は2018年度におけるAPACの不動
産市場動向に関するレポートを発表しましたが，
その中で人材獲得をめざしたオフィスづくりが加
速すると予測しています。日立との協創で生み出
した商品やサービスによって，「優秀な人材が確
保できた」，「快適な職場環境になった」とお客様
に言われるようにしたいですね。
赤津　コミュニケーションの状況とオフィスス
ペースの関係分析もシンガポールの実証実験で取
り組んでいることですね。働いている人たちの組
織活性度，すなわちハピネス（幸福）度を計測・
分析し，コミュニケーションを適正化させること
で生産性の向上，優秀な人材の獲得につながるソ
リューションづくりをめざしています。
佐藤　ハピネス度というのは，どういうものなの
でしょうか。
赤津　加速度センサーで取得した従業員一人ひと

佐藤 俊朗
ジョーンズ ラング ラサール株式会社
執行役員 コーポレート営業本部長

赤津 昌幸
日立製作所
アーバンソリューション
ビジネスユニット
ビル街区ソリューション本部
サービス開発一部 部長
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りの無意識の身体の動きの情報から組織が生き生
きしている度合いを表す「組織活性度」を導き出
したもので，ハピネス度（組織の幸福度）と呼ん
だりもしています。
当社の営業部門を対象にした実証実験で，職場
での社員の身体の動きを計測したところ，ハピネ
ス度と業績向上との間に相関があることが分かっ
てきました。
佐藤　組織活性度，幸福度というのは，非常に斬
新なコンセプトですね。企業経営にとっても，テ
クノロジーを使ってハピネス度を向上させるとい
うのは，注目に値することだと思います。
赤津　データで問題を顕在化し，より働きやすく
なればと考えています。しかし，テクノロジーだ
けではお客様が本当に必要としているところに届
きません。働きやすいオフィス，生産性の高いオ
フィスに対するコンサルティングと組み合わせる
ことが重要であり，JLLさんのように業界や業務
のノウハウを持つパートナーとの協業により顧客
提供価値を高めていきたいと考えています。

「Future of Work」の実現に
デジタルテクノロジーを活用して

赤津　ところで，「働き方改革」に関して，企業の
不動産戦略が重要な役割を担うと以前から指摘さ
れていますね。

佐藤　はい。2017年の初めにそれまでの研究結
果をまとめ，当社のサービス提供のコンセプト
「Future of Work－働き方の未来へ」を発表しま
した。
　このコンセプトでは，未来の働き方の5つの要
素として，「デジタル・ドライブ」，「継続的なイノ
ベーション」，「オペレーショナル・エクセレンス」，
「財務パフォーマンス」，「ヒューマン・エクスペ
リエンス」を挙げていますが，ハピネス度はまさ
に「ヒューマン・エクスペリエンス」にほかなり
ません。また，ビッグデータやデジタルを活用し
て課題解決をめざす「デジタル・ドライブ」も，
特に日立と協力できる部分ですが，そのほかでも
パートナーシップが組めるものと考えています。
　例えば，「財務パフォーマンス」の観点から日立
と協力してポートフォリオ分析ができればと考え
ています。不動産には多額のコストがかかるため，
「こういうオフィスにすれば働く人が幸せになる」
と提案する際，コストを含めた情報は不可欠です
ので，PoC1で得られたようなデータがあれば企
業の判断も変わってきます。
赤津　オフィスの「今」をデジタルに知ることが
できるのが，IoT（Internet of Things）活用の良
いところです。データ分析結果に基づき，執務ス
ペースをコンパクトにして共有スペースを広げる
ことなどで同じコストをかけるにしても働く人に
とって魅力的なオフィスにするといった提案がで

オフィス利用最適化ソリューションにおける技術適用例

執務エリア（Workpoint）の平均使用率 コミュニケーション・ヒートマップ
在席
一時離席
空席
半日不在
全日不在

データ分析結果の例
オフィスエリアのセンサーや名札型ウェアラブルセンサーの
データを分析し，利用最適化案を検討
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きます。財務パフォーマンスを含めた分析にAI
（Artifi cial Intelligence）を活用することも今後の
検討テーマとなりそうです。
佐藤　ソリューション開発の核となる日立のIoT
プラットフォームLumadaのコンセプトは，あら
ゆるデータをプラットフォームに集めてシステム
をより高度化し，かつ世の中に役立つようにして
いくものだと思っています。不動産のビッグデー
タには，働き方改革につながる人の動きをはじめ，
不動産マーケットの動向などさまざまな情報が関
わってきます。それらのデータをLumadaで解析
し，AIも活用しながら最適解が導き出せれば，
不動産ビジネスにとって画期的なことです。さま
ざまなビッグデータを重ね合わせていくことが，
サービス構築のための新たな発見につながること
を期待しています。

オーナー向けソリューション開発へ
協創を拡大

赤津　オーナーの観点に立った不動産サービスの
デジタルソリューションとしては，テナントの価
値を高めるという方向もありそうですね。テナン
トの利用状況をモニタリングしデータを集め，例
えばスペースの使い方の改善を提案するなど，い
わば「成長するオフィス」という付加価値を提供
できます。
佐藤　同感です。不動産はインフラですが，その
インフラを活用しているテナントの要望や課題を
知る必要があります。例えばこれからのオフィス
は，現代のアジャイルな働き方に合わせて自由に
選択できるワークスペースを必要としており，米
国の一般オフィスの3割程度が，コワーキングス
ペースなどの働き方に合わせて働く場所を柔軟に
選ぶことができるフレキシブルスペースになると
言われています。
当社のお客様は，そうしたトレンドに合わせ，
ファシリティにおけるフレキシブルスペースの割

合について真剣な議論をしています。そこで必要
なのは，根拠となるオフィスの活用データ，不動
産ポートフォリオの活用とビジネスの関係などで
す。それらを高度に分析することによって，将来
的にはビルオーナーや投資家に向けて，テナント
ニーズを踏まえた投資に関する提案なども実現で
きるかもしれません。
赤津　オフィスの移転，統合など，複数の保有不
動産をどう有効活用するかといったCRE（Corpo-
rate Real Estate：企業不動産）分野のデータ活用
や分析の点でも協力できたらと思っています。
佐藤　ぜひご協力をお願いします。これまでは，
働き方改革やワークプレイスの高度化をメインに
してきましたが，今後は企業のポートフォリオに
関するサービスや，不動産供給者側であ るビル
オーナー，デベロッパーにとって有用なサービス
に拡張していきたいですね。テナントのビジネス
が柔軟に変化している中，ビルオーナーには，固
定された有限のスペースをどう活用していくか相
当な提案力が問われていますから。
不動産供給者側に対するテクノロジーも進化し
ていますが，データで裏づけられた優れた提案が
できると，ビルオーナーに喜ばれるでしょう。た
だコストを削減して利益を上げるという観点では
なく，テクノロジーを利用して社会をよくすると
いったところで日立とは協業していきたいと考え
ています。
赤津　御社の提唱する「Future of Work」の実現
や，不動産サービスを通じた社会貢献に向けてさ
まざまな形で協創していければと思います。本日
はどうもありがとうございました。


